
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 146,101,906,842   固定負債 36,305,288,872

    有形固定資産 141,048,772,768     地方債等 21,780,916,116

      事業用資産 53,607,976,524     長期未払金 2,057,184,233

        土地 24,276,882,404     退職手当引当金 9,329,717,799

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 291,326,441     その他 3,137,470,724

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 5,172,868,866

        建物 73,499,927,618     １年内償還予定地方債等 2,822,270,269

        建物減価償却累計額 -46,830,783,392     未払金 1,367,399,157

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,646,633,565     前受金 16,193,214

        工作物減価償却累計額 -855,515,845     前受収益 1,522,314

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 626,125,601

        船舶 -     預り金 137,264,552

        船舶減価償却累計額 -     その他 202,093,759

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 41,478,157,738

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 149,248,834,162

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -32,755,905,799

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,579,505,733

      インフラ資産 83,923,055,516

        土地 15,275,982,393

        土地減損損失累計額 -

        建物 2,867,975,816

        建物減価償却累計額 -1,612,384,289

        建物減損損失累計額 -

        工作物 225,112,886,742

        工作物減価償却累計額 -158,778,961,771

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,057,556,625

      物品 14,716,657,367

      物品減価償却累計額 -11,198,916,639

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 378,445,103

      ソフトウェア 364,330,058

      その他 14,115,045

    投資その他の資産 4,674,688,971

      投資及び出資金 276,057,200

        有価証券 181,750,000

        出資金 94,307,200

        その他 -

      長期延滞債権 1,754,103,898

      長期貸付金 65,100,053

      基金 2,619,593,517

        減債基金 34,152,216

        その他 2,585,441,301

      その他 87,550,196

      徴収不能引当金 -127,715,893

  流動資産 11,869,179,259

    現金預金 6,133,490,908

    未収金 2,648,024,728

    短期貸付金 7,458,882

    基金 3,139,468,438

      財政調整基金 3,139,468,438

      減債基金 -

    棚卸資産 41,867,003

    その他 15,813,869

    徴収不能引当金 -116,944,569

  繰延資産 - 純資産合計 116,492,928,363

資産合計 157,971,086,101 負債及び純資産合計 157,971,086,101

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 4,806,784

    その他 185,144,845

純行政コスト 51,096,221,582

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 186,570,824

  臨時利益 189,951,629

  臨時損失 186,758,025

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 187,201

    使用料及び手数料 8,550,011,687

    その他 1,901,944,193

純経常行政コスト 51,099,415,186

      社会保障給付 5,387,582,583

      その他 33,584,132

  経常収益 10,451,955,880

        その他 678,041,067

    移転費用 33,379,437,823

      補助金等 27,958,271,108

      その他の業務費用 1,169,793,830

        支払利息 347,905,029

        徴収不能引当金繰入額 143,847,734

        維持補修費 433,504,081

        減価償却費 6,833,482,632

        その他 11,662,722

        その他 1,547,322,328

      物件費等 16,999,540,026

        物件費 9,720,890,591

        職員給与費 7,755,038,143

        賞与等引当金繰入額 616,948,030

        退職手当引当金繰入額 83,290,886

  経常費用 61,551,371,066

    業務費用 28,171,933,243

      人件費 10,002,599,387

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 116,216,084,839 152,976,790,044 -36,760,705,205 -

  純行政コスト（△） -51,096,221,582 -51,096,221,582 -

  財源 50,670,870,277 50,670,870,277 -

    税収等 35,681,888,398 35,681,888,398 -

    国県等補助金 14,988,981,879 14,988,981,879 -

  本年度差額 -425,351,305 -425,351,305 -

  固定資産等の変動（内部変動） -3,850,915,225 3,850,915,225

    有形固定資産等の増加 3,407,856,833 -3,407,856,833

    有形固定資産等の減少 -6,793,388,030 6,793,388,030

    貸付金・基金等の増加 2,266,099,385 -2,266,099,385

    貸付金・基金等の減少 -2,731,483,413 2,731,483,413

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 164,857,284 164,857,284

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -27,572,552 -29,777,761 2,205,209 -

  その他 564,910,097 -12,120,180 577,030,277

  本年度純資産変動額 276,843,524 -3,727,955,882 4,004,799,406 -

本年度末純資産残高 116,492,928,363 149,248,834,162 -32,755,905,799 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 55,587,748

本年度歳計外現金増減額 -2,911,536

本年度末歳計外現金残高 52,676,212

本年度末現金預金残高 6,133,490,908

財務活動収支 -973,931,601

本年度資金収支額 1,900,615,433

前年度末資金残高 4,200,997,815

比例連結割合変更に伴う差額 -20,798,552

本年度末資金残高 6,080,814,696

    地方債等償還支出 2,477,271,132

    その他の支出 267,310,617

  財務活動収入 1,770,650,148

    地方債等発行収入 1,757,934,970

    その他の収入 12,715,178

    資産売却収入 103,623,566

    その他の収入 6,514,611

投資活動収支 -2,272,925,455

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,744,581,749

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,113,226,093

    国県等補助金収入 928,236,000

    基金取崩収入 825,037,031

    貸付金元金回収収入 249,814,885

  投資活動支出 4,386,151,548

    公共施設等整備費支出 3,457,142,854

    基金積立金支出 721,056,594

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 207,952,100

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 186,451,484

  臨時収入 481,656,505

業務活動収支 5,147,472,489

【投資活動収支】

    税収等収入 36,212,077,440

    国県等補助金収入 13,200,733,911

    使用料及び手数料収入 8,581,311,149

    その他の収入 1,386,976,822

  臨時支出 186,451,484

    移転費用支出 33,463,126,883

      補助金等支出 28,028,355,108

      社会保障給付支出 5,387,582,583

      その他の支出 47,189,192

  業務収入 59,381,099,322

    業務費用支出 21,065,704,971

      人件費支出 9,769,293,246

      物件費等支出 10,285,030,197

      支払利息支出 347,905,029

      その他の支出 663,476,499

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 54,528,831,854



I. 重要な会計方針 

1. 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明な

ものは原則として再調達原価としております。 

また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価での評価は行わないこと

としております。 

 

2. 有価証券等の評価基準及び評価方法 

①市場価格のある有価証券等 

会計年度末における市場価格をもって連結貸借対照表価額としております。  

②市場価格がない有価証券等 

取得原価をもって連結貸借対照表価額としております。 

 ただし、市場価格のないものについて、実質価額が著しく低下した場合には、相当

の減額を行うこととしております。 

 なお、実質価額の低下割合が 30%以上である場合には、「著しく低下した場合」に該

当するものとしております。 

 

3. 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（事業用資産、インフラ資産）  

 定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

 過去 5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

②賞与引当金 

 翌年度 6 月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支

給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。 

③退職給付引当金 

 本年度末に特別職を含む全職員（本年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退

職手当要支給額を計上しております。 

 

 

 



5. リース取引の処理方法 

 ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております。少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております。 

 

6. 連結資金収支計算書における資金の範囲 

 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範

囲としております。 

 このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受

払いも含んでおります。 

 

7. 採用した消費税等の会計処理 

 税込方式によっております。ただし、水道事業会計は税抜方式によっております。 

 

II. 重要な会計方針の変更等 

1. 会計方針の変更 

  総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との比較可

能性をはかるため、開始時において、道路、河川及び水路の敷地については、再調達価

格としてきましたが、当時において取得原価が判明するものは取得原価、取得原価が不

明なものは備忘価格 1円に訂正しております。 

  

2. 表示方法の変更 

総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」の表示方法

に合わせるため、大幅な表示の変更を行っております。 

 

3. 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 

 総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」との適合

をはかるため、歳計外現金を資金の範囲から外しております。 

   この変更による連結資金収支計算書に与えている影響は次の通りです。 

本年度末歳計外現金残高 52,676 千円 

   

  



III. 重要な後発事象 

   該当なし 

  

IV. 偶発債務 

   該当なし 

 

V. 追加情報 

 

1. 連結対象団体（連結会計）の一覧 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

君津市広域水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 14.66% 

千葉県市町村総合事務組合

(退職手当事業会計) 
退職手当組合 みなし連結 － 

千葉県市町村総合事務組合

(退職手当事業以外) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 3.51% 

千葉県市町村総合事務組合

(千葉県自治研修センタ―特別会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 2.59% 

千葉県市町村総合事務組合

(千葉県市町村交通災害共済特別会計) 
一部事務組合・広域連合 比例連結 6.13% 

君津郡市広域市町村事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 25.56% 

後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 1.43% 

中央病院企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 25.91％ 

君津文化振興財団 第三セクター等 全部連結 ― 

 

非連結団体名（会社名） 区分 連結対象と判断しなかった理由 

君津冨津広域下水道組合 一部事務組合・広域連合 法適用化移行中 

 

連結の方法は次のとおりです。  

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 ただし、地方公営企

業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用

に向けた作業に着手しているもの（平成 29 年度までに着手かつ集中取組期間内に

当 該規定等を適用するものに限ります。）については、連結対象団体（会計）の対

象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相

殺されない場合があります。  

 



② 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象

としています。 

③ 退職手当組合は、連結財務書類の貸借対照表に当該団体の持分相当の退職手当にか

かる基金及び退職手当準備金を計上して退職手当組合を連結したものとみなして

います。 

④ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であ

っても業務 運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全

部連結の対象としています。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対

象とならない第三セクター等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例

連結の対象としています。ただし、出資割合が 25％未満であって、損失補償を付

している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合があります。 

 

2. 出納整理期間について 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3 月 31 日）ですが、出納整理期間中の現金の

受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法 

第 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の 5月 31日をもって閉鎖する」） 

 

3. 財務書類の表示金額単位 

  記載金額は千円単位未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合が

あります。 

 



（単位：千円）

区分
前年度末残高


(A)

本年度増加額


(B)

本年度減少額


(C)

本年度末残高


(A)+(B)-(C)


(D)

本年度末


減価償却累計額


(E)

本年度減価償却額


(F)

差引本年度末残高


(D)-(E)


(G)

事業用資産 99,702,487 1,576,635 166,109 101,294,276 47,686,299 1,627,071 53,607,977

　土地 24,237,778 53,979 14,874 24,276,882 0 0 24,276,882

　立木竹 291,326 0 0 291,326 0 0 291,326

　建物 65,675,767 81,793 3,712 65,935,112 40,974,603 1,302,725 24,960,508

　建物付属設備 7,445,757 119,059 0 7,564,816 5,856,180 257,184 1,708,636

　工作物 1,644,654 3,780 1,800 1,646,634 855,516 67,162 791,118

　船舶 0 0 0 0 0 0 0

　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　航空機 0 0 0 0 0 0 0

　その他の有形固定資産 0 0 0 0 0 0 0

　建設仮勘定 407,205 1,318,024 145,723 1,579,506 0 0 1,579,506

インフラ資産 242,697,865 2,486,907 870,370 244,314,402 160,391,346 4,396,585 83,923,056

　橋梁（公共土地） 0 765 0 765 0 0 765

　道路（公共土地） 5,089 7,576 558 12,108 0 0 12,108

　河川（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0

　ダム（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0

　山林（公共土地） 17,325 0 0 17,325 0 0 17,325

　漁港・港湾（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0

　公園（公共土地） 10,261,169 0 0 10,261,169 0 0 10,261,169

　下水道（公共土地） 3,910 0 0 3,910 0 0 3,910

　防火水槽（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0

　下水処理（公共土地） 7,986 0 0 7,986 0 0 7,986

　トンネル（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0

　農道（公共土地） 0 0 0 0 0 0 0

　林道（公共土地） 531 0 0 531 0 0 531

　その他（公共土地） 4,972,845 0 656 4,972,189 0 0 4,972,189

　橋梁（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　道路（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　河川（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　ダム（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　山林（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　漁港・港湾（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　公園（公共建物） 96,393 0 0 96,393 5,425 3,341 90,968

　下水道（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　防火水槽（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　下水処理（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　トンネル（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　農道（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　林道（公共建物） 0 0 0 0 0 0 0

　その他（公共建物） 2,772,940 0 1,357 2,771,583 1,606,959 58,183 1,164,623

　橋梁（公共工作物） 27,103,331 318,973 0 27,422,304 17,163,307 453,691 10,258,997

　道路（公共工作物） 151,079,510 227,300 87,561 151,219,250 116,239,601 3,019,854 34,979,649

　河川（公共工作物） 146,666 83,165 0 229,831 47,365 3,080 182,466

　ダム（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0

　山林（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0

　漁港・港湾（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0

　公園（公共工作物） 4,413,183 863 0 4,414,046 3,080,125 105,839 1,333,921

　下水道（公共工作物） 384,332 0 0 384,332 103,796 7,687 280,536

　防火水槽（公共工作物） 1,274,539 0 0 1,274,539 511,363 43,334 763,176

　下水処理（公共工作物） 268,447 0 0 268,447 169,833 4,539 98,614

　トンネル（公共工作物） 4,355,680 3,866 0 4,359,546 3,349,562 23,685 1,009,985

　農道（公共工作物） 0 0 0 0 0 0 0

　林道（公共工作物） 1,149,781 0 0 1,149,781 462,364 24,145 687,417

　その他（公共工作物） 33,633,760 808,053 51,001 34,390,812 17,651,647 649,207 16,739,165

　その他の公共用財産 0 0 0 0 0 0 0

　公共用財産建設仮勘定 750,449 1,036,345 729,237 1,057,557 0 0 1,057,557

物品 14,481,851 517,693 286,522 14,716,657 11,198,917 603,481 3,517,741

　機械器具 90,398 0 0 90,398 19,503 9,021 70,896

　物品 14,314,603 517,693 286,522 14,549,409 11,179,414 594,460 3,369,995

　美術品 76,850 0 0 76,850 0 0 76,850

合計 356,882,202 4,581,235 1,323,001 360,325,335 219,276,562 6,627,138 141,048,773

有形固定資産の明細


